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日本の小売業界は，外資小売業者の日本市場への急速な進出や Web（World Wide Web）環境の進展による e コマースの増大

などによって再編が加速している。そのようななか，日本の小売業は，競合他社より優位性や差別性を訴えるため，様々な

施策を試みている。その１つがブランド力の強化である。つまり，「強いブランド」創りによる収益の増大及びストア・ロイ

ヤルティの獲得を目指している。 

これまで小売業のブランドといえば“Private Brand”（PB）というように商品ブランド中心であり，そのブランドも製造業

者のブランドである“National Brand”（NB）との比較・対抗・補完関係において生成されてきた経緯がある。また，これま

での小売業のブランド，特に PB については，およそブランドとして認識されていないものも存在しており，製造業者の NB

と比べてブランド・マネジメントの視点が欠けている状況であった。 

そこで，本稿では，以下６点の研究課題に基づき，PBマネジメント論の研究についての考察を行う。特に，PBの役割や特質

の変化・多様化に伴って，PB をどのようにマネジメントしていけばよいのかを日本の総合小売業から考えてみる。 

 

① ブランド理論についての基礎的理解を行うとともに，特に，「強いブランド」創りに必要なブランド・マネジメントとは

如何なるものかを考察する。 

② 小売業のブランド理論研究についてこれまでの研究のレビューを行い，問題点を検討する。特に，PBの理論的考察を中

心に，PBの開発において，強いブランドになるべく競合他社との差別化を生むためにはどのようなことが必要なのかという

問題提起のもと，まず過去の PB 開発の特徴を欧米と日本の研究に基づいて概観し，PB における差別化を果たすための課題

について検討する。 

③ これまでの PB はどのように誕生し，発展してきたのかという問題意識のもと，英国・米国・日本の３国における PB の

発展過程について比較研究を行い，そこから得られた共通性を基に，PB特質における発展過程の枠組みを提示するとともに，

英国と米国と日本の PBの発展過程に関して，差異が生じた原因について分析する。 

④ 総合小売業を取り巻く環境変化や PB の発展過程を通じて PB の役割や機能に変化が生じてきているため，総合小売業が

管理責任者である PBをどのようにマネジメントしていけばよいのかという方法論について考察する。 

⑤ 総合小売業が PB をどのようにマネジメントしていけばよいのかをケースから考え てみる。具体的には，日本の総合小

売業の主導的立場にあるイオン株式会社 (以下イオン)を取り上げ，イオンの企業成長の軌跡を概観した後，PB の発展経過

を踏まえて，新たな PBマネジメント手法をどのように実践しているのかを考察する。 

⑥  ①～⑤までの考察を踏まえて，今後総合小売業が実践すべき新たな PB マネジメント手法の方向性を提示し，それを実

践する上での一前提について考察する。 

 

第１章 ブランド理論に関する基礎的理解と強いブランド創りのブランド・マネジメント 

本章では，ブランドの基礎的理解として，ブランドの起源と展開，ブランドの概念，ブランドの存在意義について検討を行

っている。また，これまでのブランド研究に関するレビューについて，テーマ別（戦略論，消費者行動論，関係性マーケテ

ィング，広告論）に捉えたブランド研究と時系列に捉えたブランド研究にわけて考察している。その結果，競争優位性を持

つべくブランド・エクイティを戦略的に捉えた研究や消費者の購買意思決定に対する定量的及び定性的なブランド・エクイ

ティへの影響，関係性マーケティングから捉えたブランド価値に関する研究，広告コミュニケーションとブランド・エクイ

ティとの関係に関する研究といったブランド・エクイティを中心テーマに研究がなされてきていることを明らかにしている。

また，現在では，ブランド・エクイティ論を超えてブランド・アイデンティティ論やパワー・ブランド論へと展開されてき

ている。つまり，ブランド・エクイティといった結果としての「ブランド価値」を向上させるためには，何が必要でどうす

ればよいのかというプロセスに関する研究が必要不可欠であると考えられる。そこで，特に，「強いブランド」創りに必要な

各ブランド要素のマネジメントはどうあるべきかという問題意識のもと，主に，ブランド・ネーム，ロゴ，スローガン，キ

ャラクター，ジングル，パッケージの６つの要素から考察している。その結果，「強いブランド」創りには，各要素を単独で

マネジメントするだけでなく，企業のブランド政策は，全社的に戦略的に捉えるべき事項であることから，各要素を戦術的

要素と捉え，すべての要素のシナジーを獲得できるようなブランド政策が求められていることを明らかにした。また，「強い

ブランド」創りのブランド構築やブランド・マネジメントの目標は，如何なるものかについての研究も行った。その結果，

これまでの市場シェアの向上を目標に，ブランドの知名度や認知度が優先されたブランド・マネジメントでは，供給過多や

差別化が困難な現在においては，必ずしも「強いブランド」創造には繋がらなくなってきている。そこで，ブランド価値の

中でも情緒・観念価値に注目し，消費者との関係性の強化を目指したブランド・リレーションシップ・マネジメントの確立

が重要となってきているのである。ブランド・リレーションシップ・マネジメントは，ブランドの情緒・観念価値を如何に

消費者に伝え，消費者との良好な関係を築くことで「強いブランド」を創り出すためのブランド・マネジメントである。し

かし，ブランド・リレーションシップ・マネジメントでは，常に新たなブランドの情緒・観念価値の提供が必須であるため，

そのブランドの神話化やストーリー化といった価値の創造といった課題も残されている。 

これまで，「強いブランド」創りのためのブランドに関する研究は，製造業者や大企業のブランドを中心に研究が進められて



きており，小売業者や中小企業のブランド研究については，乏しい状況であるため，特に本稿では，小売業者のブランドな

かでも PB を研究対象にし，総合小売業を中心とした「強いブランド」創りのための PB マネジメントについての研究を行う

ことを本稿における研究意義としたのである。 

 

第２章 小売業のブランド理論研究―プライベート・ブランドの理論的考察― 

本章では，小売業のブランド理論研究について，特に PB についての欧米及び日本におけるこれまでの研究のレビューを行

い，問題点を検討している。 

まず，NB・PBと言う用語が用いられた背景について考察し，特に，米国と日本において NB・PBという用語は，いつ，どのよ

うに生成されたのかを明らかにしている。 

次に，PBの概念規定や分類方法に関しては，様々な捉え方が存在しており，一義的に捉えることができなくなってきている

ため，特に，米国と英国と日本の PB に関する概念規定及び分類方法を NB との比較において検討している先行研究をいくつ

かレビューしている。また，先行研究から得られた NB・PB に関する概念規定及び PB の分類方法の総括を行うとともに，筆

者自身の見解を示している。NB・PBに関する概念規定では，NB・PBという用語は，製造業者ブランドあるいは流通業者（卸

売業者・小売業者）ブランドを包括する概念ではあるが，ブランドの所有者を規定する要素以外，形骸化していることが明

らかとなった。そこで，筆者自身，NB・PBという用語を用いる場合，広義と狭義の意味に分けて捉えている。まず，NBに関

しては，「広義＝製造業者ブランド」，「狭義＝製造業者が所有するブランドのうち，全国的に販売されているブランド」と規

定している。PBに関しては，「広義＝流通業者ブランド」，「狭義＝流通業者が所有するブランドのうち，独自の仕様書（共同

作成された仕様書も含む）に基づいて，開発・販売されているブランド」と捉えている。PBの分類に関しては，その要素と

して，「ブランドの有無」，「流通業者の商品開発への関与度」，「ストア・ネームへの依存度」，「顧客吸引品目と関連品目」等

があり，PBの細分化が進展していることが明らかとなった。そこで，筆者自身，先行研究で得られた結果を基に，ブランド

を製造業者ブランド（広義の NB）と流通業者ブランド（広義の PB）に分類し，特に，流通業者ブランドを前述の要素で整理

し，PBの分類を行っている。 

第３に，これまでの PB 研究を小売業自身の行動に視点を置いた研究と小売業自身の行動以外に視点を置いた研究の２つの

流れに分類しながら，これまでの PB の特質について明らかにしている。また，今後 PB が「強いブランド」となるべく，競

合他社や NB との差別化を果たし，PBにおける競争優位性をもたらし，収益を生み出す PBへと発展させるには，これまでの

PB 開発の特徴から如何に脱却できるかが問題であることが明らかになったのである。つまり，これからの PB 開発では，PB

商品の変化（具体的には，価格から品質重視の PB開発，コモディティ商品から高付加価値商品の PB開発）や，PB消費者の

変化，つまり安定した消費者層の獲得が課題となるのである。また，これまでの PB 研究を踏まえ，PB 研究の問題点や課題

として，これまでの研究が PB を流通論的アプローチから捉えており，小売業のブランド論的アプローチによる PB 分析が見

逃されてきていることを指摘するとともに，PB 政策の中で，PB をどのように開発しているのか，あるいは，従来の PB 開発

と現在の PB 開発では，どのような共通性，差異性が見られるのかといった現象面からのアプローチによる PB 開発手法に関

する研究が見逃されてきていることを指摘している。 

  

第３章 プライベート・ブランドの発展過程の比較研究－英国・米国・日本の PB比較を中心に― 

 本章では，英国と米国と日本における PB の発展過程の比較研究を行い，そこから得られた共通性を基に，PB 特質におけ

る発展過程の枠組みを提示するとともに，英国と米国と日本の PBの発展過程に関して，差異が生じた原因について分析して

いる。 

まず，英国では，PB は，19 世紀後半から 20 世紀初頭にかけて導入されており，1970 年代後半からは，低価格 PB に代表さ

れる“Generics”の導入及びそれに代わって品質をより重視した“Own label”が出現しており，本格的な NBとの競合が展

開されてきたのである。その後，1980年代後半にかけては，“Exclusive label”のような品質重視の PBやプレミアム PBの

出現によって PB が多様化あるいは階層化している。1990 年代には，低価格 PB や“Generics”の再導入及びリニューアル，

“Own brand”の活用による寡占市場に対する PBサブブランドの導入，PBのグローバル展開が行われるようになるのである。

また，2000年代は，PBのグローバル化や「マルチ・ブランド」化がより一層進展しているのである。 

 次に，米国では，PB は，19 世紀後半に導入されており， 1970 年代後半からは，低価格 PB である“Generics”が導入さ

れ，不況の時期と重なったため，PB シェアは，向上して行くことになったのである。しかし，景気が回復する 1980 年代後

半からは，消費者の PB の品質に対する不安から「PB 離れ」が進み，PB シェアは低下して行くが，一方において，より品質

を重視した PB も登場してくるようになったのである。その後，1990 年代においては，米国の PB は，「プレミアム PB」，「ミ

ディアム PB」，「ジェネリクス」の３段階による棲み分けを通じて，「マルチ・ブランド」化が進んできている。また，PB の

輸出を含めたグローバル展開が行われてきている。2000 年代では，スーパーマーケットなどの中小小売店における PBの「マ

ルチ・ブランド」化と大規模小売店における「プレミアム PB」のグローバル化が進むことで PB 市場の拡大が図られている

のである。 

第３に，日本では，PBは，1960年前後に導入されているが，1960年代は，小売業者の商品企画力が弱かったため，製造業者

主導型である「ダブル・ブランド」方式の PBであった。1970年代に入ると，「価格訴求型 PB」が登場しているが，品質への

不安が低価格という魅力を上回り，定着するには至らなかったのである。また，PBは，非寡占市場に集中しており，NB市場

の補完的役割を果たしてきたにすぎず，NBに対するブランド力を切り崩すことは困難なものであった。1980年代では，低価

格一辺倒の PBから品質を重視した PB（「価値訴求型 PB」）も登場し，PB開発・販売は，拡大傾向にあったものと考えられる。

しかし，バブル経済による好景気によって，消費者の購買行動の変化に対応しきれなかった PBは，停滞を余儀なくされるこ

とになるのである。その後，1990 年代では，「価格訴求型 PB」，「価値訴求型 PB」，「プレミアム PB」の３つの形態の PB が出

現することで，PB の「マルチ・ブランド」化が進展してきているものと考えられる。2000年代では，「価値訴求型 PB」ある

いは高価格・高品質な「プレミアム PB」といった PBの「マルチ・ブランド」化のさらなる進展が起こっている。 

このような，英国・米国・日本における PBの発展過程の特徴から得られた共通性に基づき，特に，1970年代以降の PBに関

しての発展過程における枠組みを提示している。PBの発展過程の枠組みは，第１段階では，低価格を特徴とする「価格訴求



型 PB」（トレード・オフ商品，ジェネリクスを含む）の導入，第２段階では，品質重視の「価値訴求型 PB」の導入，第３段

階では，「プレミアム PB」の導入と PBの「マルチ・ブランド」化の進展，第４段階では，PBのグローバル展開と新たな低価

格 PB の再導入といった４つの段階で規定できるものと考えられる。また，PB の発展過程における差異性に関する検討を行

っており，小売集中度，消費者の消費行動，PBに対する小売業者側の取り組み方，NB プロモーション，法的規制の５つの側

面からその違いを分析している。その結果，日本の PB展開が，英国・米国と比べて遅れた要因としては，小売集中度の低さ，

消費者の PB に対する「安物」イメージ，PB 製造のアウトソーシング化，強力な NB プロモーション，「商標法」等の厳しい

法的規制等が指摘できる。しかし，現在では，PBの品質等も３国間において，それ程の差はなくなってきていることが明ら

かとなった。 

 

第４章 総合小売業におけるプライベート・ブランド・マネジメント方法論 

本章では，総合小売業が取り巻く環境変化（消費の低迷とそれに伴う消費の 2極化，グローバル化，IT 化）あるいは総合小

売業の事業形態の変化（ブリック＆モルタル小売業からクリック＆モルタル小売業へ）や PB の発展過程を通じて，総合小売

業が管理責任者である PB の役割や特質に変化が生じてきているため，総合小売業が PBをどのようにマネジメントしていけ

ばよいのかその方法論について考察している。 

具体的には，PB マネジメントにおいては，前述の環境変化や事業形態の変化及び PB の発展過程の考察からストア・ロイヤ

ルティを高め，収益力の向上を果たすため，「強いブランド」創りが必要になってきたのである。そこで PBのマネジメント

各要素をブランド・ネーム，ロゴ（マーク），パッケージから捉え，具体的なマネジメント手法について考察している。 

ブランド・ネームについては，ネーミングから連想される言葉（キーワード）をそのコンセプトとして第一義的に考えてネ

ーミング策定がなされているが，レンジを横断して展開する PB と個別に展開する PB では，そのコンセプトや商品構成が異

なるため，ブランド・ネームにおいて消費者にその違いが明確に判断できるようなマネジメントが必要である。特に，個別

に展開する PB の場合，価格以外の価値を如何に消費者に伝えるかといったブランド認知の観点からのマネジメントも重要

である。 

ロゴやマークについては，ブランド・ネームやマークを文字や図形で表したものであるため消費者に PBを如何に認知しても

らい，消費行動に結びつけるかが重要であり，ロゴやマークを前面に出すか，目立たないところで付与するか，全く付与せ

ずに商品全体でブランド化してしまうかという３つの形態が考えられる。ロゴやマークは，ブランド認知において視覚的に

消費者にアプローチできる利点がある一方において，ロゴやマークを前面に出さない場合であっても商品特性や商品コンセ

プトにおいてオリジナリティの高い商品であれば，商品そのものでブランド認知を高めることも可能であるため，それらの

特徴を認識し，マネジメントしていく必要がある。 

パーケージについては，これまで，NB との比較購買を意識しているため，NB のパッケージに似せて開発・販売されること

が多かったが，NB との差別化を考えると，パッケージ・デザイン，パッケージ・カラー，パッケージ・サイズの３つの視点

からのマネジメントが必要である。特に，各要素から PB らしさを表現し，各要素のシナジーを発揮できるようなパッケージ

の選定や変更が必要なのである。 

また，総合小売業の PB マネジメント手法の枠組みを提示している。具体的には，低価格を特徴とし，カテゴリー全体で NB

に対応する「衣食住レンジブランド」と個別に NBに対応する「食料品個別ブランド」，「衣料品個別ブランド」，「住居関連個

別ブランド」について，個々にマネジメントを行うとする「個別対応型 PBマネジメント手法」からの脱却，つまり「差別化

されたブランド」として，PB 開発を行うに際して，各 PB の結びつきを強め，ブランド・シナジーを生み出すことで，スト

ア・ロイヤルティを獲得し，収益力の向上に貢献できるような PB マネジメント手法である「関係性重視型 PB マネジメント

手法」が展開されているということが明らかになってきている。特に，オンライン・ショップでは，Web上での販売形態の制

約の中で，消費者は，ブランドを商品選択基準にする傾向にあるため，PB 同士の関係性を強め，PB のブランド力を高める

「関係性重視型 PBマネジメント手法」が有効であるものと考えられる。 

 

第５章 総合小売業のプライベート・ブランド・マネジメント方法論のケーススタディ―イオンのプライベート・ブランド・

マネジメント方法論― 

本章では，総合小売業の PB マネジメントの方法論のケーススタディとしてイオンを取り上げ，イオンの PB マネジメント方

法論について考察している。 

まず，イオンの企業成長の軌跡について概観している。イオンの前身は，岡田屋（四日市）とフタギ（姫路）とシロ（吹田）

が合併して誕生したジャスコにあり，その後，日本企業や海外企業との M&A により，規模を拡大し，日本の総合小売業とし

て 2001 年にグループ名のイオングループをイオンに変更するとともに，GMS（ゼネラル・マーチャンダイズ・ストア）のジ

ャスコもイオンに変更している。2004 年度には，連結営業収益 4兆円を越え，企業数 154社と日本の総合小売業の先導役を

担う企業に成長している。 

次に，イオンのプライベート・ブランドの発展過程を①第１次オイルショック期の PB草創期，②第１次オイルショック期以

降の PB揺籃期，③バブル経済崩壊以降の「トップバリュ」誕生期，④2000年以降の「トップバリュ」の再構築・改変期の４

期に分けて考察している。イオンの PB の特徴は，PB 導入当初は，他の総合小売業と同様に「価格訴求型 PB」を主流として

いたが，「トップバリュ」を創造することで，次第に「価値訴求型 PB」へと変化させている。また 2000 年以降の「トップバ

リュ」の再構築・改変により，「安全」と「安心」を追求した「ブランド」創りを行うことを目標とした PB 戦略が採られて

きているのである。 

第３に，イオンの PBマネジメント方法論について「トップバリュ」のブランド要素のマネジメント手法と「関係性重視型 PB

マネジメント手法」の枠組みについてどのように展開されているのかについて考察している。「トップバリュ」の各ブランド

要素のマネジメントについては，「基幹ブランド」である「トップバリュ」とその「サブブランド」として展開されている「ト

ップバリュ・グリーンアイ」「トップバリュ・セレクト」「トップバリュ・共環宣言」の４つのブランド体系に基づき，ブラ

ンド・ネーム，ブランド・コンセプト，ロゴ・タイプ（マーク），ブランド・カラーから考察し，イオンにおける「強いブラ

ンド」創りのためのブランド要素のマネジメントの特徴を明らかにしている。また，「関係性重視型 PB マネジメント手法」



については，「トップバリュ」という「基幹ブランド」と「トップバリュ・セレクト」「トップバリュ・グリーンアイ」「トッ

プバリュ・共環宣言」という「サブブランド」を形成させ，PB 同士の結びつきを強めることで PB マネジメントを実践して

いるものと考えられるのである。特に，オンライン・ショップの｢イオンショップ｣を展開する際に，リアル・ショップであ

る「ジャスコ」とのブランド・シナジーを生み出すべく，「トップバリュ」をイオンの PBの中心ブランドに位置づけ，「基幹

ブランド－サブブランド」という形で PB 同士の関係性の構築によって，PB のブランド力を高め，Webビジネスにおける競争

力を強めるべく，「関係性重視型 PBマネジメント手法」を導入しているのである。 

また，今後のイオンの PBマネジメントにおいては，「トップバリュ」以外の PBとの関係性を如何に強められるか，また，PB

とその他のイオンのブランド具体的には，グループ・ブランド，コーポレート・ブランド，リアル・ショップ・ブランド，

オンライン・ショップ・ブランドとの結びつきを強め，ブランド・シナジーを生み出すためにはどうすればよいのかという

ことが課題となることを指摘している。 

 

第６章 総合小売業におけるプライベート・ブランド・マネジメントの方向性と「総合型 PBマネジメント手法」実践の一前

提に関する考察 

本章では，総合小売業における PB マネジメントの方向性と「総合型 PB マネジメント手法」実践の一前提に関しての考察を

行っている。今後，総合小売業における PB マネジメントは，PB 同士の関係性を如何に強め，ブランド・シナジーを生み出

していくかという「関係性重視型 PB マネジメント手法」から PB と総合小売業が所有するすべてのブランドとの関係性を如

何に強め，ブランド・シナジーを生み出していくかという「総合型 PB マネジメント手法」へと転換していかなければならな

いことを指摘している。つまり，総合小売業における PB マネジメント手法の枠組みは，「個別対応型 PB マネジメント手法」

→「関係性重視型 PBマネジメント手法」→「総合型 PBマネジメント手法」へと変化していくものと考えられるのである。 

また，総合小売業が「総合型 PBマネジメント手法」を実践していく上での一前提として， 

PB及びその他の総合小売業が関わるすべてのブランドに関して，トータルとしてのブランド力を発揮するために，消費者が

捉えるブランド評価やブランド・イメージと企業が構築する各ブランド・コンセプトの整合性を如何に高めていけるかが重

要となる。 

そこで，まず，総合小売業の PBに関するブランド評価やブランド・イメージとブランド・コンセプトとの関わりについては，

総合小売業の PBは，今後価格以外の価値を重視しているという明確に差別化されたブランド・コンセプトを如何に消費者に

伝え，ブランド評価やブランド・イメージを価格から価値へとシフトしていけるかが課題であり，クロス・メディアによる

ブランド・コミュニケーションを行っていく必要があろう。 

次に，PB以外のブランドに関するブランド評価やブランド・イメージとブランド・コンセプトとの関わりについては，具体

的にリアル・ショップ・ブランドで明らかにしている。総合小売業のリアル・ショップ・ブランドのブランド評価やブラン

ド・イメージについては，単にブランド名やロゴといったブランドそのものの要素にとどまらず，そこで販売される商品，

店舗の外装や内装といったハード面から従業員の販売に関する知識及び価格やポイントカードを含むサービスといったあら

ゆる要素から評価されており，総合的にブランドを捉えることによって，消費者はブランド・イメージを形成しているため，

リアル・ショップ・ブランドに関わる様々な要素を的確に捉え，ブランド評価を向上させる対策が必要であるといえる。総

合小売業のブランド評価とブランド・イメージを支えるリアル・ショップ・ブランドの経験価値とブランド・コンセプト力

については，経験価値という当該リアル・ショップを利用することによって得られる経験や体験というブランドが持つ提供

価値に注目し，そのような経験価値を高めていくことは，ブランド・コンセプト力を強化していくだけでなく，ブランド評

価やブランド・イメージの向上にも繋がっていくことであるため，経験価値を向上させられるようなブランド・コンセプト

創り及びブランド・コンセプトを消費者に如何に浸透させるかというコミュニケーション活動をクロス・メディアで積極的

に行っていく必要があろう。 

 

以上のような６つの考察を踏まえ，今後，日本の総合小売業の PB マネジメントは，PB 特質の多様化やクリック＆モルタル

やクリック＆オーダーなど新たな小売事業形態の出現によって，リアル・オンライン双方の店舗の信頼性が消費者の購買行

動に大きな影響を与えるため，これまでのような商品ブランドである各 PB のみのマネジメントを主体とする「個別対応型

PB マネジメント手法」から PB 同士のブランド・シナジーをもたらしうるような「関係性重視型 PB マネジメント手法」へ，

さらに PBとそれを販売するリアル・ショップ・ブランド，オンライン・ショップ・ブランド，及びその所有者（責任者）や

運営者であるコーポレート・ブランド，グループ・ブランドという総合小売業が所有するすべてのブランドとのブランド・

シナジーをもたらしうるようなトータルなブランド・マネジメント手法である「総合型 PB マネジメント手法」へと PB マネ

ジメント手法を変えていく必要があるのではないかと主張したい。つまり，ブランド・イメージの形成などのブランド・マ

ネジメントにおいて，PB同士という水平的関係性の構築及び PBと PB以外のブランドとの垂直的関係性の構築によってブラ

ンド・シナジーを生み出すことで，「強いブランド」を構築し，収益を上げ，消費者にベネフィットを還元していくという小

売ミッションが実践できるのではないか。また，「強いブランド」とは，第１章で述べられているように，小売業を含む非製

造業の場合，「リピート・ユーザが多い」「他のブランドとは違う優位性が明確」「知名度が高い」といった高いブランド・ロ

イヤルティやブランド・コンセプト及びブランド・アイデンティティの明確化によるブランドの持つ優位性や高い知名度と

いった「強いブランド」がもたらす収益性の向上に欠かすことのできない特徴だけでなく，「特徴が明確」「強固なブランド・

イメージを持つ」「マーケット・シェアが高い」「熱狂的なファン（支持者）が多い」という特徴も持ち合わせているため，

マーケット・シェア以外にも特徴の明確化，強固なブランド・イメージの形成，ファンの獲得といったブランド・コンセプ

トやブランド・アイデンティティの明確化がもたらす効用を「強いブランド」を形成する基準とみなしているようであるた

め，そのような傾向を踏まえた上での「総合型 PBマネジメント手法」の実践が求められよう。また，総合小売業においては，

これまであまり注目されていなかったブランド価値の中の情緒・観念価値に注目し，消費者との関係性の強化を目指したブ

ランド・リレーションシップ・マネジメントの導入も不可欠なものとなろう。 


